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1．はじめに 
1-1．研究の背景 

道の駅 1)2)は、安全で快適な道路交通環境の提供と地域の

にぎわい創出を目的とする施設であり、休憩機能、情報提

供機能、地域連携機能を基本機能として整備されてきた。

制度創設当初は道路利用者へのサービス提供の場として位

置づけられていたが、その後段階的に役割が拡張されてき

た。国土交通省は道の駅の発展過程を3つのステージに区

分しており、制度創設時から2012 年の第1ステージは「通

過する道路利用者のサービス提供の場」、2013 年から2019
年は「道の駅自体が目的地」、2020 年以降の第 3 ステージ

は「地方創生・観光を加速する拠点」と位置付けられてい

る。こうした展開の中で、道の駅は単なる休憩施設から、

地域住民の生活拠点、観光拠点、防災拠点としての役割も

担うようになっている。とりわけ第3ステージにおいては、

個々の道の駅単独の魅力向上だけではなく、道の駅相互の

ネットワーク化を通じた広域的な地域デザインへの貢献が

期待されている。 
このように、道の駅は単独施設としての魅力向上だけで

なく、複数の道の駅が地域全体の中でどのように配置され、

生活利便施設や他の道路休憩施設との間でどのような役割

分担を担うかが重要となっている。しかし、実際の整備は

市町村ごとの意向や個別事情に基づいて進められてきた側

面が強く、現在の配置が地域住民の生活需要と、観光を含

めた広域的な道路利用者の需要の双方からなる需要分布と

整合しているかは必ずしも明らかでない。したがって、道

の駅配置を生活需要と道路利用者需要の双方から定量的に

評価する必要がある。 
1-2．既往研究と本研究の位置づけ 

道の駅に関する既往研究は、道の駅の機能や地域的役割

に着目した研究、利用行動や周遊行動に着目した研究、施

設配置モデルを用いて配置の妥当性を検討した研究の3つ
に整理できる。 

第一に、道の駅の機能や役割に着目した研究として、山

本・岡本 3)は、農山漁村地域の道の駅において観光拠点型

と生活拠点型の二極化を示した。藤澤 4)は、「小さな拠点」

政策の先行事例として道の駅を分析し、住民利便性の向上

や事業継続性の確保を示した。山本・岡本 5)は、地方創生

拠点として機能する道の駅の要件を整理し、幹線道路沿い

立地や IC近接性の重要性を明らかにしている。大岡ら 6)お

よび森尾ら 7)は、立地特性や機能の実態を整理している。

坂本ら 8)は、生活利便施設を備えた道の駅の整備による周

辺地域住民の日常生活満足度の増加を報告している。 
第二に、利用行動に着目した研究として、竹内ら 9)は

ETC2.0 プローブデータを用いて道の駅利用後の周遊行動

を分析し、周辺観光資源や情報提供機能の影響を示した。

岩橋ら 10)は、ドライブツーリズムのハブとしての道の駅の

機能整備状況を整理している。柳原ら 11)は、一般道沿道の

休憩施設選択をモデル化し、立寄り行動の理解に貢献して

いる。 
第三に、施設配置モデルに関する研究として、鈴木 12)は

フロー需要に基づく施設配置モデルを導入し、需要構成の

違いが配置に与える影響を示した。松尾ら 13)は、立寄り確

率を考慮したフロー捕捉型配置問題を提案している。本間

ら 14)は、広域関東圏を対象に、近隣需要と広域需要、平常

時と災害時を統合した道の駅の多目的最適配置を検討した。

特に同研究は道の駅を扱う点が本研究と共通している。し

かし同研究は、道の駅のみを配置対象として、地域内の既

存の生活利便施設や道の駅以外の道路休憩施設は考慮して

いない。そのため導かれた配置は、既存施設網が存在しな
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い状態を仮定した配置である。ここに、道の駅の配置研究

としてのリサーチギャップがあると考えられる。 
以上より、道の駅は生活需要の面では既存の生活利便施

設を補完し、道路利用者需要の面では既存の道路休憩施設

と競合するという二重の関係の中に置かれている。この関

係は第一・第二の研究群において実態として指摘されてい

るものの、第三の配置モデル研究には反映されていない。

現実の道の駅整備は、白紙の状態からの最適配置ではなく、

既存施設網を所与とした追加立地の問題であるにもかかわ

らず、そのような枠組みで配置の合理性を評価した研究は

見当たらない。加えて、整備主体である市町村の行政区域

を単位とする設置制約が最適配置に及ぼす影響も検討され

ていない。 
1-3．研究の目的 

本研究の目的は、既存施設網を所与とした補完的配置と

して、人口分布に基づく生活需要と道路交通流に基づく道

路利用者需要を統合的に考慮した道の駅配置モデルを構築

し、安房地域を対象としてその配置特性を明らかにするこ

とである。 
具体的には、生活需要を表すp-median問題と、道路利用

者の移動途中での立寄り行動を考慮したOD経路フロー対

応型フロー捕捉配置問題（Flow Capturing Location Problem: 
FCLP）を統合したモデルを構築する。なお、モデルの構築

にあたっては関谷ら 15)を参考にした。これにより、生活需

要と道路利用者需要の間のトレードオフ構造、行政区域制

約が最適配置に与える影響、現状の道の駅配置の合理性と

課題の3点を明らかにする。 
 
2．研究方法 

2-1．対象地域 

対象地域は千葉県南部の安房地域とする（図－1）。安房

地域は館山市、南房総市、鴨川市、鋸南町から構成され、

首都圏近郊に位置しつつ、自動車を利用した観光需要が比

較的大きい地域である。一方で、地域住民の日常移動も自

動車依存度が60.1%と高く 16)、道の駅は道路利用者の休憩・

立寄り施設であると同時に、地域住民の生活利便を補完す

る施設としての役割も担う可能性がある。 
また、安房地域は房総半島南端部に位置し、広域的な通

過交通が卓越するというよりは、地域内移動と来訪交通が

混在する地域である。さらに、地域内には複数の道の駅が

立地し、市街地、農村部、沿岸部、山間部といった多様な

地理条件を含む。このため、住民のアクセス性と道路利用

者の立寄り可能性の双方を考慮した道の駅配置を検討する

上で適した対象地域であると考えられる。 
2-2．生活需要の評価 
生活需要の評価にはp-median問題を用いる。p-median問

題は、需要点と施設との距離の総和を最小化する代表的な

施設配置問題であり、住民のアクセス性を評価する枠組み

として広く用いられている。本研究では、道の駅を地域住

民の日常的な生活利便を補完する施設として位置づけ、生 

 
図－1 安房地域航空写真 17) 

 
活需要の評価指標としてp-median問題を採用した。 
生活需要の想定には2020 年国勢調査に基づく250m メ 

ッシュ人口データを用い、各メッシュの中心点を需要点、

人口を需要量とした。距離には道路ネットワーク上の最短

経路距離を用いた。これは、対象地域には市街地だけでな

く農村部や山間部も含まれるため、直線距離では実際の移

動負担を適切に表しにくいためである。 
各需要点は、既存スーパーマーケットまたは新規道の駅

候補のいずれか1施設に割り当てられるものとした。既存

スーパーマーケットは生活利便施設として固定的に扱い、

新規道の駅はそれらを補完する施設として位置づけた。し

たがって、本研究のp-median問題は、既存の生活利便施設

網を前提とした補完的配置の評価である。目的関数は需要

点と施設の間の道路距離を各需要点の人口で加重した総和

を最小化するものであり、この値が小さいほど生活需要の

観点から望ましい配置であると解釈する。 
以上より、p-median 問題の目的関数は次式(1)となる。*付

のものは、後述する行政区域単位の設置制約ありの場合の

み用いる条件となる。 
＜目的関数（人口加重距離の最小化）＞ 

𝒎𝒊𝒏 𝑷 = ෍ ෍ 𝒘𝒊𝒅𝒊,𝒇𝒙𝒊,𝒇

𝒇∈𝑺∪𝑱𝒊∈𝑰

(𝟏) 

＜制約条件＞ 

෍ 𝑥௜,௙ = 1 (∀௜∈ 𝐼)

௙∈ௌ∪௃

 

𝑥௜,௝ ≤ 𝑦௝ (∀௜∈ 𝐼, 𝑗 ∈ 𝐽) 

෍ 𝑦௝ = 𝑁௡௘௪

௝∈௃

 

∑ 𝑦௝ ≤ 𝑈௠ (∀௠∈ 𝑀)௝∈௃೘
 ····················· * 

＜集合＞ 
𝐼：需要点൫人口メッシュ൯ 

𝑆：既存施設൫スーパーマーケット൯ 
𝐽：新規施設候補൫道の駅൯ 
𝑀：行政区域集合 ············································································· * 

𝐽௠ ⊆ 𝐽：行政区域𝑚に属する新規候補集合 ·································· * 
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＜パラメータ＞ 
𝑤௜：需要点𝑖における人口 
𝑑௜,௙：需要点𝑖から施設𝑓までの道路距離 
𝑁௡௘௪：設置する新規施設数（12個） 

𝑈௠：行政区域𝑚に設置できる新規施設数の上限（表1 参照） 
＜変数＞ 
𝑥௜,௙ ∈ {0,1}：需要点𝑖を施設𝑓に割り当てる場合に1 
𝑦௝ ∈ {0,1}：新規施設𝑗を設置する場合に1 

 

 
図－2 スーパーマーケット一覧 

 

2-3．道路利用者需要の評価 
道路利用者需要の評価には OD 経路フロー対応型 FCLP

を用いる。道の駅は生活利便施設であるだけでなく、道路

利用者が移動途中に立ち寄る施設でもあるため、人口分布

のみに基づく評価ではその役割を十分に捉えられない。そ

こで本研究では、道路交通流に基づいて道の駅の立寄り可

能性を評価する。 

まず、東京都市圏パーソントリップ調査 18)から抽出した

小ゾーン間の自動車 OD を用いて OD 表を作成して、

OpenStreetMap19)を基に構築した道路ネットワーク上で逐

次配分法により交通量を配分した。BPR関数を用い、混雑

に応じた所要時間の変化を反映させた。これにより、各OD

ペアに対する代表経路と各道路リンクの交通量を推定した。

このとき、OD には生活需要も含まれる可能性があること

から、OD 表を作成する際に、生活需要が相対的に多いと

思われる同一ゾーン内のODはゼロと設定することによっ

て、近似的に生活需要を除外した。 

FCLP では、各 OD ペアの交通量を需要とし、代表経路

から捕捉距離R以内に存在する施設を、当該ODの利用者

にとっての休憩機会とみなす。R=500,1000,1500,2000m の4

条件について分析を行った。ここで、1 トリップあたりの

立寄りは1回と仮定する。対象ODの代表経路所要時間は

中央値37.3 分、最大でも141.5 分であり、厚生労働省の高

速バスの運行計画に求める 2 時間に一度の 10 分以上の休

憩という基準 20)を考慮すると、走行途中に複数回の休憩を

要する長さではないためである。各休憩機会において立ち

寄る確率を p とすると、経路上に 𝑛௤箇所の休憩機会があ

るとき少なくとも 1 回立ち寄る確率は 1 − (1 − 𝑝)௡೜とな

るため、ODペアqの期待捕捉交通量は 𝑓௤{1 − (1 − 𝑝)௡೜}

であり、目的関数はこれを全ODペアについて総和したも

のとなる。安房地域外の千葉県内既存道路休憩施設 21)は競

合施設として扱い 𝑛௤に算入した。これにより、競合施設が

経路上に存在する場合には新規施設による限界的な捕捉量

が減衰する。 

立寄り確率pは、県内同種施設前の通過人数と入込客数

の比として推定した。通過側は、令和3年度全国道路・街

路交通情勢調査 22)より、県内の道の駅・SA・PA に面する

観測区間の平日24時間交通量597,404トリップに平均乗車

人員1.304 人/台を乗じ、779,015人を得た。 

入込側は、令和3年千葉県観光入込調査報告書 23)の県内

の道の駅・パーキングエリア等の年間入込客数26,952 千人

地点を出発点とする。同報告書で秋季（9〜11月）が年間の

26.6%を占めることから秋季は7,169 千人地点、令和7年版

観光白書 24)の平日・休日別旅行実施率に年齢階層別人口構

成比を乗じて得た平日割合47.3%と、秋季の平日数60日を

用いると、秋季平日1日あたり56,494 人地点となる。以上

より p = 56,494 / 779,015 ≒ 7.25% と設定した。 

目的関数は期待捕捉交通量の総和を最大化するものであ

り、この値が大きいほど道路利用者需要への対応という観

点から望ましい配置であると解釈する。 

以上より BPR 関数と FCLP の目的関数は次式(2)と(3)と

なる。なお関谷ら 15)を参考にα=0.48, β=2.82, H=5とした。

*付のものは、後述する行政区域単位の設置制約ありの場合

のみ用いる条件となる。 

＜BPR関数＞ 

𝑡௔ = 𝑡0,௔ ቆ1 + 𝛼 ൬
𝑣௔

𝐶௔
൰

ఉ

ቇ (2) 

＜集合＞ 
𝑁：道路ネットワークのノード集合 
𝐴：道路ネットワークのリンク集合 
𝑄：OD ペア集合 
＜パラメータ＞ 

𝑄௤
ௗ௔௬

：OD ペア集合𝑞の日交通量 

𝑓௤ = 𝑄௤
ௗ௔௬ 24⁄ ：OD ペア集合𝑞の平均時間帯交通量 

𝑡0,௔：リンクαの自由走行時所要時間 
𝐶௔：リンクαの交通容量 
𝛼, 𝛽：BPR 関数のパラメータ 
𝐻：逐次配分の分割段階 

＜変数＞ 
𝑣௔：リンクαに配分された交通量 
𝑡௔：リンクαの所要時間 

＜目的関数（期待捕捉量の最大化）＞ 

𝒎𝒂𝒙 𝑭 = ෍ 𝒇𝒒

𝒒∈𝑸

{𝟏 − (𝟏 − 𝒑)𝒏𝒒} (3) 
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𝑛௤ = ෍ 𝑎௤௝𝑦௝

௝∈௃

+ ෍ 𝑎௤௘

௘∈ா

 

𝑎௤௞ = ൜
1 𝑚𝑖𝑛௔∈஺೜

𝑑௔,௞ ≤ 𝑅

0 𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑤𝑖𝑠𝑒   
 𝑘 ∈ 𝐾 

＜制約条件＞ 

෍ 𝑦௝ = 𝑁௡௘௪

௝∈௃

 

∑ 𝑦௝ ≤ 𝑈௠ (∀௠∈ 𝑀)௝∈௃೘
 ················ * 

＜集合＞ 
𝑄：OD ペア集合 
𝐴௤：𝑂𝐷௤の代表経路を構成する順序付き道路リンク列 

𝐽：新規施設候補(道の駅) 
𝐸：安房地域を除く千葉県内の既存道路休憩施設 
𝐾 = 𝐽 ∪ 𝐸：捕捉判定対象となる全施設 
𝑀：行政区域集合 ···················································································· * 
𝐽௠ ⊆ 𝐽：行政区域𝑚に属する新規候補集合 ······················· * 

＜パラメータ＞ 
𝑓௤：OD𝑞の平均時間帯交通量 
𝑝：休憩機会 1 回あたりの立ち寄り確率 
𝑅：捕捉距離 
𝑑௔,௞：リンクαと施設𝑘の最短距離 

𝑎௤௞：施設 k が ODq の休憩機会となるとき 1 をとる指標 
𝑁௡௘௪：設置する新規施設数 
𝑈௠：行政区域𝑚に設置できる新規施設数の上限（表 1 参照） 
＜変数＞ 
𝑦௝ ∈ {0,1}：新規施設𝑗を設置する場合に 1 

2-4．両指標の統合 

p-median 問題とFCLP は、いずれも道の駅配置を評価す

る上で有効な指標であるが、前者は人口分布に基づく生活

需要を、後者は道路交通流に基づく道路利用者需要を表し

ている。そのため、一方のみを最適化すると、もう一方の

観点では望ましくない配置が導かれる可能性がある。 

本研究の目的は単一の最適解を示すことではなく、生活

需要と道路利用者需要の間にどのようなトレードオフが存

在し、その中でどのような配置群が選択可能となるかを示

すことにある。そこで、多目的最適化手法として線形加重

和法を用い、両者を統合した。具体的には、p-median目的

関数値とFCLP目的関数値をそれぞれmin–max正規化した

上で、重み係数wにより統合目的関数を構成した。ここで、

w は生活需要を重視する度合いを表し、1-w は道路利用者

需要を重視する度合いを表す。w=0は道路利用者需要のみ

を重視した配置、w=1は生活需要のみを重視した配置に対

応し、その中間値は両者のバランスを考慮した折衷解を表

す。 

以上より統合目的関数は下式(4)となる。 

＜統合目的関数＞ 
𝑚𝑖𝑛 𝑊 = 𝑤𝑃௡௢௥௠ + (1 − 𝑤)𝐹௡௢௥௠ (4) 

＜各目的関数の正規化＞ 

𝑃௡௢௥௠ =
𝑃 − 𝑃௠௜௡

𝑃௠௔௫ − 𝑃௠௜௡

 

𝐹௡௢௥௠ =
𝐹௠௔௫ − 𝐹

𝐹௠௔௫ − 𝐹௠௜௡

 

＜パラメータ＞ 
𝑃௠௔௫：FCLP の単独最適解時の p − median 問題の解 
𝑃௠௜௡：p − median 問題の単独最適解 
𝐹௠௔௫：FCLP の単独最適解 
𝐹௠௜௡：p − median 問題の単独最適解時の FCLP の解 
𝑤 ∈ [0,1]：重み係数 

2-5．分析条件 

分析は、行政区域制約なしと行政区域制約ありの2条件

で実施した。行政区域制約ありの場合には、現状の道の駅

配置を参考に、合併前自治体を基本単位として設置上限数

を設定した（表－1）。この制約は、実際の整備過程におい

て自治体ごとの整備意向や地域的公平性が影響することを

反映したものである。 
新規候補地点は対象地域内の主要道路沿いに 250m 間隔

で設定した。既存スーパーマーケットおよび既存道路休憩

施設は固定施設として扱い、新規設置施設数は現状と同じ

12箇所とした。さらに、重み係数wを0から1まで変化さ

せ、各条件下での配置結果と目的関数値の変化を比較した。 
本稿では、パレート関係が視覚的に把握しやすい行政区

域制約なし・R=2000m の結果をトレードオフ分析の代表例

として示す。また、現実の制度条件に近い行政区域制約あ

り・R=2000mの結果を用いて、制度的制約の影響および現

状配置との比較を行う。 

 
表－1 行政区域単位の設置制約 

行政区域名 設置上限数 

館山市 1 

鴨川市 1 

旧富浦町（南房総市） 2 

旧富山町（南房総市） 1 

旧白浜町（南房総市） 1 

旧千倉町（南房総市） 1 

旧丸山町（南房総市） 1 

旧和田町（南房総市） 1 

旧三芳村（南房総市） 1 

鋸南町 2 

 
2-6．使用ツール 

本研究ではPythonを用いて、数理最適化問題として配置

計画を解いた。ソルバーとしてGurobi Optimizer25)を用いた。

また、計算の効率化のため、空間データをKD木構造に変

換し、最近傍探索を高速化する scipy.spatial.cKDTreeをイン

ポートした。 
 
3．結果と考察 
3-1．生活需要と道路利用者需要のトレードオフ 

行政区域制約なし・R=2000mの結果を見ると、生活需要

を表すp-median目的関数値と道路利用者需要を表すFCLP 
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w = 0 

w = 0.45 ~ 0.50 

w = 1 

図－3 計算結果 

（行政区域設置上限制約なし・R＝2000ｍ） 

 
目的関数値の間には明確なパレート関係が確認された（図

－4）。すなわち、一方の指標を改善すると他方の指標が悪

化する関係にあり、道の駅配置が本質的に多目的な問題で

あることが示された。 

表－2および図－3より、wが小さい範囲ではFCLPが強

く反映されるため、施設は交通フローの大きい主要交差 

表－2 wと目的関数のスコアの関係 

（行政区域設置上限制約なし・R＝2000ｍ） 

w p-median 
目的関数値 

FCLP 
目的関数値 

p-median 
悪化割合 

FCLP 
悪化割合 

0~0.05 3.044×10⁸ 1201.411 1 0 
0.10~0.15 2.940×10⁸ 1195.140 0.861 0.008 
0.20 2.906×10⁸ 1187.138 0.815 0.018 
0.25~0.30 2.788×10⁸ 1147.508 0.659 0.068 
0.35 2.742×10⁸ 1124.662 0.597 0.097 
0.40 2.591×10⁸ 1028.355 0.396 0.218 
0.45~0.50 2.522×10⁸ 975.840 0.303 0.284 
0.55 2.455×10⁸ 901.742 0.214 0.377 
0.60 2.426×10⁸ 861.884 0.175 0.427 
0.65~0.70 2.371×10⁸ 770.868 0.101 0.542 
0.75~0.80 2.335×10⁸ 671.489 0.054 0.667 
0.85 2.317×10⁸ 591.293 0.029 0.768 
0.90 2.305×10⁸ 505.402 0.013 0.876 
0.95~1 2.295×10⁸ 407.137 0 1 

 

 

図－4 パレートフロント図 

（行政区域設置上限制約なし・R＝2000ｍ） 

 

点周辺に集中する傾向を示した。この範囲ではFCLP 目的

関数値は高い一方、p-median 目的関数値は悪化しており、

道路利用者需要を優先することで住民のアクセス性が低下

する構造が確認できる。 
これに対し、w の増加に伴って、施設は人口分布への対

応を重視した配置へと段階的に移行した。具体的には、集

中配置から人口集積地をより広くカバーする分散配置へと

変化し、最終的にはp-median単独解に近い配置へ収束した。

両指標の悪化割合が比較的近づくのはw = 0.45 ~ 0.50付近

であり、この近傍の解は、生活需要と道路利用者需要を比

較的均衡させた妥協解の一つと解釈できる。 

以上より、行政区域制約がない条件では、生活需要と道路

利用者需要の間に明確なトレードオフが存在し、w の設定

に応じて集中型配置から分散型配置へと段階的に移行する

ことが分かった。これは、道の駅配置が一意に定まる問題

ではなく、政策的価値判断に応じて複数の解が成立しうる

ことを示している。 
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w = 0 

 
w = 0.60 

 
w = 1 

図－5 計算結果 

（行政区域設置上限制約あり・R＝2000ｍ） 

 

3-2．行政区域制約の影響 

次に、行政区域制約あり・R=2000m の結果を見る。表－

3および図－6より、行政区域制約を導入した場合にも、p-

median目的関数値とFCLP目的関数値の間にトレードオフ

関係は確認された。ただし、その形状や解の移行過程は、 

表－3 wと目的関数のスコアの関係 

（行政区域設置上限制約あり・R＝2000ｍ） 

w p-median
目的関数値 

FCLP 
目的関数値 

p-median 
悪化割合 

FCLP 
悪化割合 

0~0.05 2.866×10⁸ 746.464 1 0 
0.10 2.758×10⁸ 738.481 0.746 0.022 
0.15~0.25 2.731×10⁸ 734.702 0.683 0.032 
0.30 2.677×10⁸ 715.143 0.557 0.085 
0.35~0.45 2.608×10⁸ 687.982 0.396 0.159 
0.50~0.55 2.605×10⁸ 685.722 0.388 0.165 
0.60 2.586×10⁸ 665.946 0.346 0.218 
0.65 2.500×10⁸ 552.784 0.142 0.524 
0.70 2.473×10⁸ 509.897 0.081 0.641 
0.75~0.80 2.452×10⁸ 461.282 0.031 0.773 
0.85 2.444×10⁸ 424.364 0.012 0.873 
0.90 2.442×10⁸ 410.642 0.007 0.910 
0.95~1 2.439×10⁸ 377.507 0 1 

 

図－6 パレートフロント図 

（R＝2000ｍ） 

 

制約なしの場合とは異なっている。 

行政区域制約を導入した場合、制約なしの場合に比べて

両目的関数の最良値はともに低下した。これは、施設配置

の自由度が制限されることにより、広域的な効率性を最大

化する配置が実現しにくくなるためである。とりわけ

FCLP 目的関数値の低下幅が大きく、道路利用者需要の観

点では、行政区域ごとの配分を考慮した配置が相対的に不

利となることが示された。 

また、フローの多い区域では一定範囲までFCLP 寄りの

配置が維持される一方、フローの少ない区域では比較的早

い段階でp-median寄りの配置へ移行した（図－5）。これは、

行政区域制約の下では、交通フローの大きい地点に施設を

集中的に配置することが難しくなり、区域ごとの配分条件

が配置結果に強く影響するためである。両指標の悪化割合

が比較的近づくのはw = 0.60付近であるが、制約なしの場
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合に比べると、パレートフロント全体が劣後している（図

－6）。 

この結果は、道の駅整備において、地域間の公平性と広

域的な効率性との間にトレードオフが存在することを示し

ている。現実の整備過程では各自治体に一定程度の施設配

置が求められる場合が多く、行政区域制約は単なる数理的

制約ではなく、制度的な現実性を反映した条件と理解でき

る。他方で、特に道路利用者需要の観点では制約による損

失が大きく、広域的な道路利用者需要への対応を重視する

場合には、自治体間の広域調整が重要になると考えられる。 

3-3．現状との比較 
最後に、行政区域制約あり・R=2000m の条件下で現状の

道の駅配置を評価し、本研究で得られた解群の中に位置づ

けた（図－8）。 
表－4より、現状配置のp-median目的関数値は2.882×10⁸、

FCLP目的関数値は371.308であり、正規化後の悪化割合は

それぞれ1.036、1.017 であった。いずれの悪化割合も1 を

上回っているのは、式(4)における正規化の基準は、それぞ

れの目的関数を単独で最適化した解の値と、その際に他方

の目的関数がとる値であり、全実行可能解の中での最良値・

最悪値ではないためである。すなわち両者は本研究で得ら

れたパレートフロントの両端点を与える値である。したが

って正規化後の悪化割合はパレートフロントにおける相対

的な位置を表す指標であり、そこから外れる配置はその値

が0から1の範囲を外れうる。現状配置は本モデルのいず

れの目的についても最適化された解ではないため、両指標

において端点解を下回る結果となった。 
ただし、両指標の悪化割合を直接比較することは適切で

ない。本条件においてp-median目的関数値のパレート端点

間の幅は最良値の 17.5%であるのに対し、FCLP 目的関数

値の幅は 49.4%であり、正規化のレンジが大きく異なるた

めである。レンジの狭いp-medianでは、絶対値の小さな差

でも正規化値が大きく変動する。そこで各目的の単独最適

値との比で評価すると、現状配置のp-median目的関数値は

最良値より 18.2%悪化しているのに対し、FCLP 目的関数

値は最良値の 49.7%にとどまる。すなわち、生活需要の観

点での乖離は限定的である一方、道路利用者需要の観点で

は最良値の約半分の水準にとどまっており、両者の乖離の

程度は大きく異なる。 
この結果から、現状の道の駅配置は生活需要の観点から

は一定の整合性を有する一方で、道路利用者需要への対応

は相対的に弱いことが示唆される。その背景としては、各

施設が自治体単位の判断に基づいて整備されてきたこと、

整備当初においては現在ほど広域的ネットワーク形成や道

路利用者需要の捕捉が重視されていなかったことが考えら

れる。したがって、今後の道の駅整備や再編を検討する際

には、既存施設を前提としつつも、広域交通流を踏まえた

補完的配置の検討が必要である。 
 
4．おわりに 
本研究では、人口分布に基づく生活需要と道路交通流に 

 
図－7 道の駅の現状の配置図 

表－4 現状の道の駅における目的関数値 
p-median 
目的関数値 

FCLP 
目的関数値 

p-median 
悪化割合 

FCLP 
悪化割合 

2.882×10⁸ 371.308 1.036 1.017 

 

図－8 道の駅の現状とパレートフロント図 

 

基づく道路利用者需要を統合的に評価する道の駅配置モデ

ルを構築し、安房地域を対象として適用した。具体的には、

生活需要を表す p-median 問題と、道路利用者需要を表す

OD 経路フロー対応型 FCLP を統合し、重み係数を変化さ

せることによって両者のトレードオフ関係を分析した。さ

らに、行政区域制約の有無を比較し、現状の道の駅配置を

その中に位置づけた。 
分析の結果、第一に、生活需要と道路利用者需要の間に

は明確なトレードオフ関係が存在することが確認された。

住民アクセス性を重視した配置と、道路利用者の立寄り可

能性を重視した配置は必ずしも一致せず、道の駅配置が本

質的に多目的な問題であることが示された。第二に、制度

的な現実性を表す行政区域制約は、地域間公平性を向上さ

せる一方で、広域的効率性を低下させるトレードオフ関係

を持つことが示された。第三に、現状の道の駅配置は生活
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需要の観点からは一定の整合性を有する一方、道路利用者

需要の観点では改善余地が大きいことが明らかとなった。 
以上より、今後の道の駅整備においては、生活拠点とし

ての役割と道路利用者支援拠点としての役割を一体的に評

価し、広域的需要構造と制度的制約を踏まえた配置計画を

検討することが重要である。本研究で示した枠組みは、そ

のための基礎的な評価手法を提示するものである。 
今後の課題としては、立寄り確率および再捕捉条件の精

緻化、季節別・時間帯別需要の導入、施設規模や機能差の

考慮、防災機能や財政条件を含めた多目的化が挙げられる。

また、広域自治体間の調整や政策判断をどのようにモデル

へ組み込むかも重要な課題である。 
なお本研究は、著者らによるパイロットスタディを発展

させたものである 26)。 
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